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廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

（昭和四十五年十二月二十五日法律第百三十七号）（抄） 

 

（一般廃棄物処理業） 

第七条 

５ 市町村長は、第一項の許可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認める

ときでなければ、同項の許可をしてはならない。 

 一から三まで 略 

四 申請者が次のいずれにも該当しないこと。 

 イからニ 略 

 ホ 第七条の四第一項（第四号に係る部分を除く。）若しくは第二項若しくは第十

四条の三の二第一項（第四号に係る部分を除く。）若しくは第二項（これらの規

定を第十四条の六において読み替えて準用する場合を含む。）又は浄化槽法第四

十一条第二項の規定により許可を取り消され、その取消しの日から五年を経過し

ない者（当該許可を取り消された者が法人である場合（第七条の四第一項第三号

又は第十四条の三の二第一項第三号（第十四条の六において準用する場合を含

む。）に該当することにより許可が取り消された場合を除く。）においては、当

該取消しの処分に係る行政手続法（平成五年法律第八十八号）第十五条の規定に

よる通知があつた日前六十日以内に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締

役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有

する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又は

これらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。以下

この号、第八条の五第六項及び第十四条第五項第二号ニにおいて同じ。）であつ

た者で当該取消しの日から五年を経過しないものを含む。） 

 ヘ以下 略 

 

（産業廃棄物処理業） 

第十四条  

５ 都道府県知事は、第一項の許可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認

めるときでなければ、同項の許可をしてはならない。 

 一 略 

二  申請者が次のいずれにも該当しないこと。 

 イ 第七条第五項第四号イからチまでのいずれかに該当する者 

ロからハ 略 

ニ 法人でその役員又は政令で定める使用人のうちイ又はロのいずれかに該当す

る者のあるもの 

ホ以下 略 

参考 



２ 

 

（事業の停止） 

第十四条の三 都道府県知事は、産業廃棄物収集運搬業者又は産業廃棄物処分業者が

次の各号のいずれかに該当するときは、期間を定めてその事業の全部又は一部の停

止を命ずることができる。 

一 違反行為をしたとき、又は他人に対して違反行為をすることを要求し、依頼し、

若しくは唆し、若しくは他人が違反行為をすることを助けたとき。 

二以下 略 

 

（許可の取消し） 

第十四条の三の二 都道府県知事は、産業廃棄物収集運搬業者又は産業廃棄物処分業

者が次の各号のいずれかに該当するときは、その許可を取り消さなければならない。 

一から二 略 

三 第十四条第五項第二号ハからホまで（同号イ（第七条第五項第四号ホに係るもの

に限る。）に係るものに限る。）に該当するに至つたとき。 

四 略 

五 前条第一号に該当し情状が特に重いとき、又は同条の規定による処分に違反し

たとき。 

六 略 

２以下 略 

 

第十九条の五 産業廃棄物処理基準又は産業廃棄物保管基準（特別管理産業廃棄物に

あつては、特別管理産業廃棄物処理基準又は特別管理産業廃棄物保管基準）に適合

しない産業廃棄物の保管、収集、運搬又は処分が行われた場合において、生活環境

の保全上支障が生じ、又は生ずるおそれがあると認められるときは、都道府県知事

（第十九条の三第三号に掲げる場合及び当該保管、収集、運搬又は処分を行つた者

が当該産業廃棄物を輸入した者（その者の委託により収集、運搬又は処分を行つた

者を含む。）である場合にあつては、環境大臣又は都道府県知事。次条及び第十九

条の八において同じ。）は、必要な限度において、次に掲げる者（次条及び第十九

条の八において「処分者等」という。）に対し、期限を定めて、その支障の除去等

の措置を講ずべきことを命ずることができる。 

一 当該保管、収集、運搬又は処分を行つた者（第十一条第二項又は第三項の規定

によりその事務として当該保管、収集、運搬又は処分を行つた市町村又は都道府

県を除く。） 

二以下 略 

 


